
自主財源
31億5,222万円

31.7%

依存財源
67億8,566万円

68.3%

町税
26億2,701万円

26.4%

分担金・負担金
2,592万円

0.3% 繰越金
8,658万円

0.9%

繰入金など
4億1,271万円

4.1%

地方交付税
33億8,342万円

34.1%

県支出金
10億2,837万円

10.4%

国庫支出金
12億7,243万円

12.8%

町債
4億8,717万円

4.9%

地方消費税交付金
4億672万円

4.1%

地方譲与税
1億2,867万円

1.3%

その他
7,889万円

0.7%

一般会計
歳入

99億3,788万円

維持補修費
2億689万円

その他
1億3,093万円

義務的経費
45億4,151万円

46.7%

投資的経費
5億15万円
5.1%

その他の経費
46億8,760万円

48.2%

扶助費
22億5,185万円

23.1%

公債費
10億7,951万円

11.1%

人件費
12億1,015万円

12.5%普通建設事業費
5億18万円
5.1%

物件費
16億2,770万円

16.7%

補助費等
13億4,703万円

13.9%

繰出金
13億7,505万円

14.1%

2.1%
1.4%

一般会計

歳出
97億2,929万円

令和元年度  決算報告  町のお金の使いみち

公営企業会計（病院事業会計）の決算

※差引額の不足分は、損益勘定留保資金で補てんしました。
※四捨五入の関係上、差引額が一致しない場合があります。

特別会計は、町が特定の事業を行うために一般会計と区
別して設けるもので、特別会計ごとに決算を行います。

区分 収入 区分

国民健康保険
奨学資金貸付事業
公共下水道事業
農業集落排水事業

介護保険
後期高齢者医療

歳入 歳出支出 純利益

区分

収益的
収支

資本的
収支

収入 支出 差引額

8億7,468万円 24億5,409万円 24億2,649万円
2,026万円 1,997万円

10億6,105万円 10億5,199万円
1億4,573万円 1億4,273万円
22億2,119万円 21億7,048万円
2億136万円 1億9,637万円

9億2,116万円 △4,647万円

3,126万円 4,839万円 △1,713万円

特別会計の決算

●歳入（収入）
　令和元年度一般会計の歳入額は、99億
3,788万円（前年度比5億6,068万円減）となり
ました。減となった理由は、町債、県支出金および
地方交付税が減額になったためです。
□♦ 地方交付税
　 一定の行政サービスを提供できるよう、人口
　 や税収などに応じて国から交付されるお金
□♦ 県支出金、国庫支出金
　 国や県が行う事業を町に委託する場合や、町が
　 行う事業に一定の割合で交付されるお金
□♦ 町債
　 町で調達する資金（町の借金）

●歳出（支出）
　令和元年度一般会計の歳出額は、97億
2,929万円（前年度比5億8,269万円減）となり
ました。減になった理由は、百石中学校講堂の
改築事業が完了し、普通建設事業費が減額に
なったためです。
□♦ 扶助費
　 児童手当、医療費など福祉のためのお金
□♦ 普通建設事業費
　 道路・橋、学校等の公共施設の建設、大規
　 模改修のためのお金
□♦ 補助費等
　 町から他の地方公共団体や民間の各種団
　 体などに対して、公益上の必要な場合に支出
　 されるお金
□♦ 繰出金
　 一般会計と特別会計間で資金運用するため
　 のお金

※グラフ内の数値は四捨五入の関係上、
　合計が一致しない場合があります。

固定資産税　11億7,201万円
町民税　　　11億7,260万円
町たばこ税　　1億9,960万円
軽自動車税　　　 8,280万円

財政管財課　☎0178-56-4278問

　

人口1人あたりに
使われたお金は、
384,663円
でした。

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

議会の運営など

人事、財政、戸籍、選挙、交通安全など町の総括的な事務など

障がい者・児童・高齢者への福祉、保育所の運営費負担など

健診や予防接種、ごみ処理など

労働者のための施設管理

農道・農地の整備、農林水産業の活性化など

商工業や観光の振興、企業誘致など

町道の補修や、橋りょう、河川、公園のインフラ整備など

消防や防災活動、災害対策など

小中学校の教育環境の整備、生涯学習や文化財保護など

施設建設などの大規模事業で借りたお金の返済

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

資金不足比率

●比率（%）は、低い方がより健全な状態を示しています。
●比率のいずれかが一定基準を超えると、財政破綻のリスクが高いものとみなされます。

経常収支比率　　　　　　 ９４．４% 　　　　　　　 ９５．１%

赤字なし

赤字なし

11.0% 

  ７.２% 

資金不足なし

赤字なし

赤字なし

11. 1%

 １４.０%

資金不足なし

一般会計等の赤字の大きさを表します。

町の会計全体での赤字の大きさを表します。

借入金返済の負担の大きさを表します（基準値25%未満）。

将来負担すべき負債の大きさを表します（基準値350%未満）。
公営企業会計の資金不足の深刻度を表します。病院事業・公共
下水道事業・農業集落排水事業いずれも資金不足はありません。

財政構造の弾力性（ゆとり）を判断するための指標です。
地方交付税など使いみちを制限されない毎年の収入に対し、
人件費・公債費・扶助費など毎年支出される経費の割合です。
この割合が低いほど、財政にゆとりがあることを示します。

3,934円

52,665円

135,156円

27,894円

80円

9,821円

3,664円

51,442円

16,600円

40,725円

42,681円

項目

項目　　　　 令和元年度決算　　平成30年度決算　　　　　　　　　　指標の説明

項目　　　　 令和元年度決算　　平成30年度決算　　　　　　　　　　指標の説明

金額おもな内容

※一般会計の歳出額97億2,929万円を、
　町の人口25,293人（令和2年1月1日現
　在）で割った数字です。

384,663円の
内訳は？

町財政の健全化判断比率・資金不足比率

町財政の経常収支比率

財政調整基金（町の貯金）の推移 町債残高（町の借金）の推移

※四捨五入の関係で、表の金額の合計と「人口１人あたりに使われたお金」が一致していません。


